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  別添 
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平成１９年１１月２８日  

 

 総務大臣 

  増田 寛也 殿 

 

                                情報通信審議会 

                                  会長  庄山 悦彦 

 

 

答 申 書（案） 

 

 

 平成１９年１０月１６日付け諮問第１１９４号をもって諮問された事案について、審議の結果、

下記のとおり答申する。 

 

記 

 

１ 本件、電気通信事業法第１０９条第１項の規定による交付金の額及び交付方法の認可並びに

同法第１１０条第２項の規定による負担金の額及び徴収方法の認可については、諮問のとおり

認可することが適当と考えられる。 

 

２ なお、提出された意見及びそれに対する当審議会の考え方は、別添のとおりである。 
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別 添 

 

 

 

 

 

 

「ユニバーサルサービス制度に基づく交付金の額及び交付方法の認

可並びに負担金の額及び徴収方法の認可」に対して寄せられた意見

及びそれに対する考え方 

 

 

 

平成１９年１１月２８日 

総 務 省 

情 報 通 信 審 議 会 
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１ 今回の算定方法の見直しについて 

意見１ 交付金算定方法が見直され、負担金額等が抑制されることは望ましい。 考え方１ 

当社は、国民生活に不可欠なユニバーサルサービスとして、音声通話機能が維持されること

は必要と考えており、その維持に協力して参る所存です。 

 ユニバーサルサービスの提供は事業者等が担うものですが、どのような形であれ最終的には

国民の負担によって維持されることとなります。従って、事業者によるコスト最小化に向けた努

力の徹底が引き続き必要であることは当然ですが、今回、ユニバーサルサービスの交付金算

定方法が見直され、交付／負担金額が抑制されることは望ましいものと考えます。 

【ＫＤＤＩ】 

 賛同する意見として承る。 

意見２ NTT 東西は、ユニバーサルサービス全体の収支改善のための努力を継続的に行い、

その結果を具体的に示していくことが必要。 

考え方２ 

交付金を受け取る立場である適格電気通信事業者のユニバーサルサービス提供に関して

は、平成 18 年 11 月 21 日情報通信審議会答申において「ユニバーサルサービスの提供におい

て当該効率化を達成することが重要であり、平成 19 年度以降、基礎的電気通信役務収支表の

提出に際し、経営効率化の実績について併せて総務省に報告すること」、「総務省においては、

上記の経営効率化について、十分な検証を行うことが必要であり、そのための方策を講ずると

ともに、当該検証結果については、当審議会に対し報告等を行うこと」とされているところであ

り、基金への拠出の最終負担者となるユーザへの説明責任の観点からも、引き続きこれらの取

り組み（NTT 東西における経営効率化の実績報告及び同効率化の内容の検証）が継続される

必要があると考えます。 

すなわち、ユニバーサルサービス全体の収支は補填額の上限値に影響するものであり、適

格電気通信事業者である NTT 東西は、ユニバーサルサービス全体の収支改善のための努力

を継続的に行い、その結果を具体的に示していくことが必要と考えます。 

【ソフトバンクＢＢ・ソフトバンクテレコム・ソフトバンクモバイル】 

 ユニバーサルサービス制度は、ＮＴＴ東西の基礎的電気通信役務

収支が赤字であることが前提となるため、ＮＴＴ東西が同制度の交

付金を受けるに際しては、一層の経営効率化を行い、赤字の縮小

に努めることが求められる。 

 したがって、ＮＴＴ東西においては、引き続き、ユニバーサルサー

ビスに係る経営効率化に努めていくことが適当である。 

なお、平成１８年 11 月２１日の情報通信審議会答申において、Ｎ

ＴＴ東西の経営効率化の実施状況等について当審議会への報告を

求めているほか、ＮＴＴ東西に対し、基礎的電気通信役務の収支状

況等の情報について、一層の開示促進及び利用者への情報提供

の徹底を求めているところであり、こうした取組が引き続き行われる

ことが適当と考えられる。 
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２ 平成２０年に予定している制度の見直しについて 

意見３ ＮＴＴ東西が真に外部補てんが必要か議論を尽くすことが必要。また、ＮＴＴ東西がＩＰ網

への移行計画を明らかにし、議論を行うことが必要。なお、制度の見直しに当たっては、制度

の予見性・透明性を高めるよう配慮することが必要。 

考え方３ 

平成２０年春頃から予定されている制度見直しに際して、ユニバーサルサービスであるＰＳＴ

Ｎを提供するＮＴＴ東・西が企業全体で徹底的に経営努力をした結果、真に外部補填が必要な

ほど経営困難な状況にあるのかについて、改めて議論を尽くす必要があると考えます。 

 合わせて、ＮＴＴ東・西のＰＳＴＮがいつまで維持されるのか、光化を含むＰＳＴＮからＩＰ網への

具体的な移行計画を、ＮＴＴ東・西が明らかにし、オープンかつ丁寧な議論を行うことも必要であ

ると考えます。 

 なお、今回の交付金の算定方法は、あくまでも「当分の間の措置として」、修正されたものです

が、制度見直しにあたっては、どのような場合に整理済みのルールを変更することが可能なの

か等、予め制度の予見性・透明性を高めるよう十分配慮することが必要です。 

【ＫＤＤＩ】 

総務省において、現在、ユニバーサルサービス制度の将来像に

ついて検討が行われているが、平成２０年４月を目途に当審議会に

諮問することとしているユニバーサルサービス制度の見直しに当た

っては、こうした検討のほか関連する制度との整合性も踏まえつ

つ、幅広い観点から検討が行われる必要がある。 

なお、市場環境の変化の著しい電気通信事業分野において、適

時適切に制度の見直しを行っていく必要があるが、その際、制度の

予見性・透明性を高めるよう配慮することが適当と考えられる。 

意見４ NTT 東西への補てんの必要性を改めて検証することが必要。また、公衆電話の在り方

を根本的な部分から検討すべき。 

考え方４ 

平成 20 年春より予定されているユニバーサルサービス制度の見直しにおいては、NTT 東西

及び関連会社が有する資産の扱い等の考え方を含め、NTT 東西への補てんの必要性からあ

らためて検証する必要があると考えます。また、第一種公衆電話については、NTT 東西合計で

毎年100億円強の赤字を計上している状況であり、コスト低減のための代替的手法の可能性を

追求した上で、公衆電話の在り方を根本的な部分から検討すべきです。 

 （詳細は、「ユニバーサルサービス制度の将来像に関する研究会」報告書案に対する弊社意

見書<http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/pdf/071108_2_14.pdf>を参照願います。） 

【ソフトバンクＢＢ・ソフトバンクテレコム・ソフトバンクモバイル】 

総務省において、現在、ユニバーサルサービス制度の将来像に

ついて検討が行われているが、平成２０年４月を目途に当審議会に

諮問することとしているユニバーサルサービス制度の見直しに当た

っては、こうした検討のほか関連する制度との整合性も踏まえつ

つ、幅広い観点から検討が行われる必要がある。 

なお、公衆電話については、現時点では他の手段によっては代

替できない役割を担っているものと考えるが、その在り方について

は、戸外における通信手段の多様化及び代替性が十分に見込ま

れる時期を見極めながら検討することが適当と考えられる。 
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http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/pdf/071108_2_14.pdf
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Ⅰ 申請概要 

 

 

 

１ 申請者 

基礎的電気通信役務支援機関 社団法人電気通信事業者協会(会長 三浦 惺) 

（以下「支援機関」という。） 

 

 

２ 申請年月日 

平成19年10月９日（火） 

 

 

３ 概要 

支援機関が 

(1) 電気通信事業法（以下「法」という。）第109条第１項の規定に基づき、適格

電気通信事業者である東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」という。）

及び西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」という。）に対する交付金

の額及び交付方法の認可 

   (2) 法第 110 条第２項の規定に基づき、負担金を納付すべき各接続電気通信事業

者等の負担金の額及び徴収方法の認可    

  を受けようとするもの。 
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Ⅱ ユニバーサルサービス制度の概要 

 

１ ユニバーサルサービスとは 

   国民生活に不可欠であるため、あまねく日本全国における提供が確保されるべきサー

ビス（電気通信事業法第７条、電気通信事業法施行規則第14条） 

 

(1) 加入電話 

   ・加入者回線アクセス（基本料） 

 【加入者回線のうち高コスト側上位4.9％に属する回線について、長期増分費用 

   モデルで算出した回線費用と「全国平均費用＋標準偏差の２倍」の差額】 

 

(2) 第一種公衆電話 

   戸外における最低限の通信手段を確保する観点から市街地においてはおおむね

500m四方に１台、それ以外の地域においてはおおむね１km四方に１台の基準により設

置される公衆電話 

    【「原価－収益」の収支差額】 

 

(3) 緊急通報（警察110番、消防119番、海上保安庁118番） 

    ・加入電話から発信されるもの 

     【加入者回線のうち高コスト側上位4.9％に属する回線に対応した緊急通報繋ぎ 

      こみ回線に係る原価】 

    ・第一種公衆電話から発信されるもの 

     【「原価－収益」の収支差額】 

 

２ 申請に関する項目 

 （１） 負担金 

① 負担金の額 

ア 負担金に関連する費用 

(i)補てん対象額 

  ・ ＮＴＴ東西の加入者回線アクセス、第一種公衆電話、緊急通報について、 

   法令で定められた方法により算定された額。 

(ii)支援業務費 

  ・ 支援機関が負担金の徴収、交付金の交付等のために要する費用。 

  イ 番号単価 

    ・ 補てん対象額に支援業務費を加えた額を負担事業者の総稼働電気通信番 

       号数で除して、月当たりの額（＝合算番号単価）を算出。その上で、合算番 

       号単価をＮＴＴ東西各々の補てん対象額の割合で案分して得られた額。 



 

 ７

    ウ 負担事業者 

      ・ 前年度の電気通信事業収益が10億円を超え、かつ、平成19年度に総務大臣 

       から指定を受けた電気通信番号を最終利用者に付与している電気通信事業 

       者。  

    エ 負担金の額 

      ・ 番号単価に毎月の各負担事業者の稼働電気通信番号数を乗じて算出した額 

       等。 

② 徴収方法 

  ・ 支援機関が、負担事業者から負担金を徴収する方法。  

 

（２） 交付金 

① 交付金の額 

    ・ 補てん対象額からＮＴＴ東西の算定自己負担額を控除して得られた額。 

② 交付方法 

    ・ 支援機関が、適格電気通信事業者に交付金を交付する方法。 

 

 

適格電気通信事業者
（ＮＴＴ東日本・西日本）

基礎的電気通信役務
支援機関

（社）電気通信事業者協会

接続電気通信事業者等
（ＮＴＴ東日本・西日本を含む）

５３社

総務大臣

負担金 交付金

申

請

認

可

【参考】 本制度における資金の流れ 

（※平成19 年９月末現在） 

（※） 
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Ⅲ 負担金の額及び徴収方法 

１ 負担金の額  

 (1)補てん対象額 

 

 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東西合計 

加入電話に係る加入者回線

（基本料） 
5,769,578,862円 3,473,498,716円 9,243,077,578円 

加入電話に係る緊急通報 45,464,852円 27,771,595円 73,236,447円 

第一種公衆電話に係るもの 2,150,610,162円 2,093,891,417円 4,244,501,579円 

合 計 7,965,653,876円 5,595,161,728円 13,560,815,604円 

 

 

 (2)支援業務費 

 

① 算定方法 

支援機関の運営に必要な人員に係る人件費、複写経費・備品借料等に係る物件費

及びユニバーサルサービス制度の周知に必要な新聞広告・パンフレット作成・コー

ルセンタ委託等の支援業務に係る費用から、前期の繰越収支差額を減額して算出。 

 

② 算定結果 

区  分 金 額 

(a)人件費 25,401,000円 

(b)物件費等 12,390,000円 

(ｱ)支援機関の運

営費用 

(c)小計 37,791,000円 

(a)新聞広告・ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ作成費等 24,520,000円 

(b)コールセンタ委託費 12,190,000円 

(ｲ)周知費用 

(c)小計 36,710,000円 

(ｳ)合計（＝当年度費用額） 74,501,000円 

 

区  分 金 額 

(a)当年度費用額 74,501,000円 

(b)前期繰越収支差額 7,563,105円 

(c)支援業務費〔＝(a)－(b)〕 66,937,895円 
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 (3)番号単価 

 

（ＮＴＴ東日本・西日本の補てん対象額の合計額 

＋支援機関の支援業務に係る費用の額） 
①合算番号単価 ＝ 

平成19年6月末の算定対象電気通信番号の総数 

 

÷12月 

（13,560,815,604円＋66,937,895円) 
＝  

183,207,518番号 
÷12月 

 
≒ 6.1986873536円 

 
⇒ ６円（整数未満四捨五入） 

 

 

ＮＴＴ東日本の補てん対象額 ②ＮＴＴ東日本

に係る番号単価
＝ 合算番号単価 × 

ＮＴＴ東日本・西日本の補てん対象額の合計額

 7,965,653,876円 
＝ ６円     × 

13,560,815,604円 

 

         ≒ 3.52441362円（小数点以下８位未満四捨五入） 

 

ＮＴＴ西日本の補てん対象額 ③ＮＴＴ西日本

に係る番号単価
＝ 合算番号単価 × 

ＮＴＴ東日本・西日本の補てん対象額の合計額

 5,595,161,728円 
＝６円      × 

13,560,815,604円 

 

     ≒ 2.47558638円（小数点以下８位未満四捨五入） 

 

   ※ 上記番号単価は、平成 20 年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適

用。平成 20 年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価に

ついては、算定対象電気通信番号の総数の増減の見込み等を勘案して見直しを行

う予定。 
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 (4)負担事業者 

ア 接続電気通信事業者等（前年度の電気通信事業収益が10億円超） 

イ 平成 19 年度に当該電気通信事業者が総務大臣から指定を受けた電気通信番号（基

礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則（以下「算定規則」とい

う。）別表第11に掲げるものに限る。）を最終利用者に付与していること 

 

  事業者名（53社、五十音順） 

1 アイテック阪急阪神（株） 28 ＫＶＨ（株） 

2 アットネットホーム（株） 29 （株）ケイ・オプティコム 

3 ｲｯﾂ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ（株） 30 （株）シーテック 

4 （株）ウィルコム 31 （株）ジェイコム関西 

5 （株）ＳＴＮｅｔ 32 （株）ジェイコム関東 

6 （株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ｴﾑｲｰ 33 （株）ジェイコム北九州 

7 ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ（株） 34 （株）ジェイコムさいたま 

8 （株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ・ﾄﾞｺﾓ 35 （株）ジェイコム湘南 

9 （株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ・ﾄﾞｺﾓ関西 36 （株）ジェイコム千葉 

10 （株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ・ﾄﾞｺﾓ九州 37 （株）ジェイコム東京 

11 （株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ・ﾄﾞｺﾓ四国 38 ジャパンケーブルネット（株） 

12 （株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ・ﾄﾞｺﾓ中国 39 （株）ＺＴＶ 

13 （株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ・ﾄﾞｺﾓ東海 40 ソフトバンクテレコム（株） 

14 （株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ・ﾄﾞｺﾓ東北 41 ソフトバンクＢＢ（株） 

15 （株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ・ﾄﾞｺﾓ北陸 42 ソフトバンクモバイル（株） 

16 （株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ・ﾄﾞｺﾓ北海道 43 中部テレコミュニケーション（株） 

17 （株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ﾈｵﾒｲﾄ 44 土浦ケーブルテレビ（株） 

18 （株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨﾋﾟｰ･ｼｰｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 45 東北インテリジェント通信（株） 

19 （株）ｴﾈﾙｷﾞｱ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 46 （株）長野県協同電算 

20 沖縄セルラー電話（株） 47 西日本電信電話（株） 

21 関西マルチメディアサービス（株） 48 東日本電信電話（株） 

22 九州通信ネットワーク（株） 49 福岡ケーブルネットワーク（株） 

23 （株）ケーブルネット神戸芦屋 50 フュージョン・コミュニケーションズ（株）

24 （株）ケーブルネット下関 51 （株）ぷららネットワークス 

25 （株）ケーブルビジョン２１ 52 北摂ケーブルネット（株） 

26 ＫＤＤＩ（株） 53 （株）ＵＣＯＭ 

27 ＫＭＮ（株） 
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 (5)各接続電気通信事業者等の負担金の額 

 

① ＮＴＴ東日本に係るもの 

接続電気通信事業者等の負担金の額＝(a)＋(b)＋(c) 

 

(a) 平成20年1月末～最終算定月の前月（平成20年11月予定）の月末の算定対象

電気通信番号の数で算定する負担金の額 

＝ ＮＴＴ東日本に係る番号単価（3.52441362円/月・番号） 

× 当該接続電気通信事業者等の各月末（平成20年1月末～最終算定月の前

月（平成20年11月予定）の月末）の算定対象電気通信番号の数の合計額 

   ※ 3.52441362 円は、平成20年 1月～6月の各月末の算定対象電気通信番号に適

用。平成 20 年 7 月以降適用する番号単価については、算定対象電気通信番号の

総数の増減の見込み等を勘案して見直しを行う予定。 

 

 

(b) 当該接続電気通信事業者等の最終算定月（平成 20 年 12 月予定）の月末の算定

対象電気通信番号の数で算定する負担金の額 

＝ {ⓐ － ⓑ － ○ｃ － ○ｄ － ○ｅ} × ○ｆ 

 

  7,965,653,876 ＋ 66,937,895 × 7,965,653,876 ÷ 13,560,815,604 

 

接続電気通信事業者等の最終算定月の前月（平成20 年11 月予定）までの算定

対象電気通信番号の数で算定したＮＴＴ東日本に係る負担金額の累計額 

 

ＮＴＴ東日本の最終算定月の前月（平成20 年11 月予定）までの算定対象電気通

信番号の数で算定した算定自己負担額の累計額 

 

接続電気通信事業者等の前年度の最終算定月の番号単価に同月の算定対象

電気通信番号の数を乗じて得た額から前年度の認可に係る負担金の額を満た

すために必要な額を控除してもなお残る額の累計額 

 

ＮＴＴ東日本の前年度の最終算定月の番号単価に同月の算定対象電気通信番

号の数を乗じて得た額からＮＴＴ東日本の前年度の最終算定月の算定自己負担

額を控除してもなお残る額 

 

 

 

 

ＮＴＴ東日本の補
てん対象額＋案
分した支援業務費 

・・ⓐ 

・・ⓑ 最終算定月前月までに
算定した「全接続電気
通信事業者等の負担
額」の累計額 

・・○ｃ  

「全接続電気通信事
業者等の前年度残余
額」の総額 

・・○ｄ  

最終算定月前月までに
算定したＮＴＴ東日本の
「算定自己負担額」の累
計額 

・・○ｅ  

ＮＴＴ東日本の「算定
自己負担額」におけ
る前年度残余額に相
当する額 



 

 １２

当該接続電気通信事業者等の最終算定月（平成20年12月予定）の算定対象電

気通信番号の数 

÷ 最終算定月（平成20年12月予定）の算定対象電気通信番号の総数（自ら

交付金の交付を受ける適格電気通信事業者の算定対象電気通信番号

の数を含む） 

各事業者の最終算
定月の番号数の割
合 ・・○ｆ  

 

 

(c) 当該接続電気通信事業者等の前年度残余額 ＝  ○ｇ － ○ｈ 

 

当該接続電気通信事業者等の前年度の最終算定月（平成19年12月予定）の番

号単価 

  × 当該接続電気通信事業者等の前年度の最終算定月（平成 19 年 12 月予

定）の算定対象電気通信番号の数 

前年度の最終算
定月の番号単価
に同月の番号数を
乗じて得た額 

・・○ｇ  

 

 

 7,579,243,093 ＋ 123,536,000 × 7,579,243,093 ÷ 15,177,941,715 

  － 接続電気通信事業者等の前年度の最終算定月の前月（平成 19 年 11 月

予定）までの算定対象電気通信番号の数で算定したＮＴＴ東日本に係る

負担金額の累計額 

  － ＮＴＴ東日本の前年度の最終算定月の前月（平成19年11月予定）までの

算定対象電気通信番号の数で算定した算定自己負担額の累計額 

  × 当該接続電気通信事業者等の前年度の最終算定月（平成 19 年 12 月予

定）の算定対象電気通信番号の数 

  ÷ 前年度の最終算定月（平成19年12月予定）の算定対象電気通信番号の

総数（自ら交付金の交付を受ける適格電気通信事業者の算定対象電気

通信番号の数を含む） 

前年度の認可に
係る負担金の額を
満たすために必
要な額 

・・○ｈ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 １３

※ 申請書から抜粋（解説部分は総務省において追加） 

東日本電信電話株式会社に係るもの 
各接続電気通信事業者等の負担金の額 

= ＋ ｛ Ce ＋ S ・ Ce / C － （ ） － －

－（Pen’・En’－Ze・En’/Mn’）}・Nn /Mn 

∑
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Cは、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額 

〔＝13,560,815,604円〕 

Ceは、東日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝7,965,653,876円〕 

Sは、支援業務費の額〔＝66,937,895円〕 

nは、最終算定月〔＝平成２０年１２月予定。以下、この計算式において同じ〕 

t は、各月（平成２０年１月予定～最終算定月） 

Etは、t月の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ftは、t月の負担事業者数 

Nitは、t月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ftまでの整数値をとる） 

Ntは、t月の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（Ntは、N1t，N2t，…，NFttのうちの対応する値） 

最終算定月前月

までに算定した

「全接続電気通信

事業者等の負担

額」の累計額 

平成 20 年 1 月～最終算定月

前月の月末までの番号数に

係る負担額 

最終算定月の番号数

に係る負担額 

ＮＴＴ東日本の補てん対象額

＋案分した支援業務費 

各接続電気通信事業

者等の最終算定月の

番号数の割合 

＋ 前年度残余額＋ 

「全接続電気通信事業者等

の前年度残余額」の総額 

ＮＴＴ東日本の「算定自己

負担額」における前年度

残余額に相当する額 

前年度の最終算
定月の番号単価
に同月の番号数
を乗じて得た額 

前年度の認可に
係る負担金の額
を満たすために
必要な額 

最終算定月前月

までに算定したＮ

ＴＴ東日本の「算

定自己負担額」の

累計額 



 

 １４

Nnは、n月（最終算定月）の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（Nnは、N1n，N2n，…，NFtnのうちの対応する値） 

Mnは、n月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象電気通

信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数を

加えたものをいう） 

Petは、t月の番号単価（番号単価は、平成１８年総務省告示第４２９号に従って算定する。また、原

則として平成２０年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用する）〔平成

２０年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、3.52441362円／月・番号〕 

n’は、前年度の最終算定月〔＝平成１９年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

t’は、前年度の各月（平成１９年１月～前年度の最終算定月） 

Et’は、t’月の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

En’は、n’月（前年度の最終算定月）の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft’は、t’月の負担事業者数 

Nit’は、t’月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信

番号の数（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nn’は、n’月（前年度の最終算定月）の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数（Nn’

は、N1n’，N2n’，…，NFtn’のうちの対応する値） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定

対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信

番号の数を加えたものをいう） 

Pet’は、t’月の番号単価〔平成１９年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号

単価は3.49551360円／月・番号、平成１９年７月～前年度の最終算定月の各月末の算定対象電気通信

番号に適用する番号単価は3.49551359円／月・番号〕 

Pen’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 

 

Zeは、前年度の最終算定月において、東日本電信電話株式会社の補てん対象額と東日本電信電話株式

会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 

〔＝Ce’＋S’・Ce’/C’－ （∑ ）－∑  〕 
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C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額

〔＝15,177,941,715円〕 

Ce’は、前年度の東日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝7,579,243,093円〕 

S’は、前年度の支援業務費の額〔＝123,536,000円〕 

 



 

 １５

② ＮＴＴ西日本に係るもの 

接続電気通信事業者等の負担金の額＝(a)＋(b)＋(c) 

 

(a) 平成20年1月末～最終算定月の前月（平成20年11月予定）の月末の算定対象

電気通信番号の数で算定する負担金の額 

＝ ＮＴＴ西日本に係る番号単価（2.47558638円/月・番号） 

× 当該接続電気通信事業者等の各月末（平成20年1月末～最終算定月の前

月（平成20年11月予定）の月末）の算定対象電気通信番号の数の合計額 

   ※ 2.47558638 円は、平成20年 1月～6月の各月末の算定対象電気通信番号に適

用。平成 20 年 7 月以降適用する番号単価については、算定対象電気通信番号の

総数の増減の見込み等を勘案して見直しを行う予定。 

 

 

(b) 当該接続電気通信事業者等の最終算定月（平成 20 年 12 月予定）の月末の算定

対象電気通信番号の数で算定する負担金の額 

＝ {ⓐ － ⓑ － ○ｃ － ○ｄ － ○ｅ} × ○ｆ 

 

  5,595,161,728 ＋ 66,937,895 × 5,595,161,728 ÷ 13,560,815,604 

 

接続電気通信事業者等の最終算定月の前月（平成20 年11 月予定）までの算定

対象電気通信番号の数で算定したＮＴＴ西日本に係る負担金額の累計額 

 

ＮＴＴ西日本の最終算定月の前月（平成20 年11 月予定）までの算定対象電気通

信番号の数で算定した算定自己負担額の累計額 

 

接続電気通信事業者等の前年度の最終算定月の番号単価に同月の算定対象

電気通信番号の数を乗じて得た額から前年度の認可に係る負担金の額を満た

すために必要な額を控除してもなお残る額の累計額 

 

ＮＴＴ西日本の前年度の最終算定月の番号単価に同月の算定対象電気通信番

号の数を乗じて得た額からＮＴＴ西日本の前年度の最終算定月の算定自己負担

額を控除してもなお残る額 

 

 

 

 

 

 

ＮＴＴ西日本の補
てん対象額＋案
分した支援業務費 

・・ⓐ 

・・ⓑ 最終算定月前月までに
算定した「全接続電気
通信事業者等の負担
額」の累計額 

・・○ｃ  

「全接続電気通信事
業者等の前年度残余
額」の総額 

・・○ｄ  

最終算定月前月までに
算定したＮＴＴ西日本の
「算定自己負担額」の累
計額 

・・○ｅ  

ＮＴＴ西日本の「算定
自己負担額」におけ
る前年度残余額に相
当する額 



 

 １６

当該接続電気通信事業者等の最終算定月（平成20年12月予定）の算定対象電

気通信番号の数 

÷ 最終算定月（平成20年12月予定）の算定対象電気通信番号の総数（自ら

交付金の交付を受ける適格電気通信事業者の算定対象電気通信番号

の数を含む） 

各事業者の最終算
定月の番号数の割
合 ・・○ｆ  

 

 

(c) 当該接続電気通信事業者等の前年度残余額 ＝  ○ｇ － ○ｈ 

 

当該接続電気通信事業者等の前年度の最終算定月（平成19年12月予定）の番

号単価 

  × 当該接続電気通信事業者等の前年度の最終算定月（平成 19 年 12 月予

定）の算定対象電気通信番号の数 

前年度の最終算
定月の番号単価
に同月の番号数を
乗じて得た額 

・・○ｇ  

 

 

 7,598,698,622 ＋ 123,536,000 × 7,598,698,622 ÷ 15,177,941,715 

  － 接続電気通信事業者等の前年度の最終算定月の前月（平成 19 年 11 月

予定）までの算定対象電気通信番号の数で算定したＮＴＴ西日本に係る

負担金額の累計額 

  － ＮＴＴ西日本の前年度の最終算定月の前月（平成19年11月予定）までの

算定対象電気通信番号の数で算定した算定自己負担額の累計額 

  × 当該接続電気通信事業者等の前年度の最終算定月（平成 19 年 12 月予

定）の算定対象電気通信番号の数 

  ÷ 前年度の最終算定月（平成19年12月予定）の算定対象電気通信番号の

総数（自ら交付金の交付を受ける適格電気通信事業者の算定対象電気

通信番号の数を含む） 

前年度の認可に
係る負担金の額を
満たすために必
要な額 

・・○ｈ  

 

 

 

 



 

 １７

※ 申請書から抜粋（解説部分は総務省において追加） 

西日本電信電話株式会社に係るもの 
各接続電気通信事業者等の負担金の額 

＝ ＋ ｛ Cw ＋ S ・ Cw /C － （ ） － －

－（Pwn’・Wn’－Zw・Wn’/Mn’）}・Nn/Mn 

[ ]∑
−

=

1

1

n

t
Pwt・Nt ∑

−

=

1

1

n

t
∑
=

Ft

i 1
][Pwt・Nit ∑

−

=

1

1
][

n

t
Pwt・Wt

∑
=

−
'

1
][

Ft

i
/Mn'Zw・Nin'・Nin'Pwn'

＋ Pwn’・Nn’ －  Zw・Nn’/Mn’ 

 

 

 

 

 

 

Cは、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額 

〔＝13,560,815,604円〕 

Cwは、西日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝5,595,161,728円〕 

Sは、支援業務費の額〔＝66,937,895円〕 

nは、最終算定月（＝平成２０年１２月予定。以下、この計算式において同じ。） 

tは、各月（平成２０年１月予定～最終算定月） 

Wtは、t月の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ftは、t月の負担事業者数 

Nitは、t月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ftまでの整数値をとる） 

Ntは、各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（Ntは、N1t，N2t，…，NFttのうちの対応する値をとる） 

平成 20 年 1 月～最終算定月

前月の月末までの番号数に

係る負担額 

最終算定月の番号数

に係る負担額 

ＮＴＴ西日本の補てん対象額

＋案分した支援業務費 

＋ 前年度残余額＋ 

前年度の最終算
定月の番号単価
に同月の番号数
を乗じて得た額 

前年度の認可に
係る負担金の額
を満たすために
必要な額 

最終算定月前月

までに算定したＮ

ＴＴ西日本の「算

定自己負担額」の

累計額 

最終算定月前月

までに算定した

「全接続電気通信

事業者等の負担

額」の累計額 

ＮＴＴ西日本の「算定自己

負担額」における前年度

残余額に相当する額 

各接続電気通信事業

者等の最終算定月の

番号数の割合 

「全接続電気通信事業者等

の前年度残余額」の総額 



 

 １８

Nnは、n月（最終算定月）の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（Nnは、N1n，N2n，…，NFtnのうちの対応する値） 

Mnは、n月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象電気通

信番号の合計数に適格電気通信事業者である西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数を

加えたものをいう） 

Pwtは、t月の番号単価（番号単価は、平成１８年総務省告示第４２９号に従って算定する。また、原

則として平成２０年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用する）〔平成

２０年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、2.47558638円／月・番号〕 

n’は、前年度の最終算定月〔＝平成１９年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

t’は、前年度の各月（平成１９年１月～前年度の最終算定月） 

Wt’は、t’月の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Wn’は、n’月（前年度の最終算定月）の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft’は、t’月の負担事業者数 

Nit’は、t’月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信

番号の数（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nn’は、n’月（前年度の最終算定月）の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数（Nn’

は、N1n’，N2n’，…，NFtn’のうちの対応する値） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定

対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信

番号の数を加えたものをいう） 

Pwt’は、t’月の番号単価〔平成１９年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号

単価は3.50448640円／月・番号、平成１９年７月～前年度の最終算定月の各月末の算定対象電気通信

番号に適用する番号単価は3.50448641円／月・番号〕 

Pwn’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 

Zwは、前年度の最終算定月において、西日本電信電話株式会社の補てん対象額と西日本電信電話株式

会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 

〔＝Cw’＋S’・Cw’/C’－ （∑ ）－∑  〕 
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C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額

〔＝15,177,941,715円〕 

Cw’は、前年度の西日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝7,598,698,622円〕 

S’は、前年度の支援業務費の額〔＝123,536,000円〕 

 



 

 １９

③ その他算出に係る留意点 

 

(ａ) 各接続電気通信事業者等（適格電気通信事業者であるものを除く。）の負担金の総額

（適格電気通信事業者ごとに算定した負担金の合計額をいう。）の当該接続電気通信事業

者等の算定対象収益の額に占める割合が限度割合を超える場合には、当該負担金の総

額は当該算定対象収益の額に限度割合（３％）を乗じて得た額とする（整数未満の端数は

四捨五入）。                            【算定規則第５条第２項第１号】 

 

(ｂ) 各適格電気通信事業者における「負担金の額と当該適格電気通信事業者に係る算定

自己負担額の合計額（以下「負担金等の額」という。）の当該適格電気通信事業者の算定

対象収益の額に占める割合が限度割合（３％）を超える場合には、当該負担金等の額は

当該算定対象収益の額に限度割合を乗じて得た額とする（整数未満の端数は四捨五入）。 

                                    【算定規則第５条第２項第２号】 

 

(ｃ) 端数処理については、算定規則の規定に従って行い、それでもなお乗じて計算した場

合に整数未満の端数があるときは、当該端数を四捨五入する。 

また、端数処理の結果、算定した額の合計が案分する前の元額と一致しない場合は、

額が最大となっているもので調整する。 

 

 

 

 



 

 ２０

２ 徴収方法       

 

(1) 納付手段 

負担金の納付は、銀行振込により行う。 

負担金の振込手数料の負担は、負担金を納付する接続電気通信事業者等が負う。 

 

(2) 負担金の額の通知 

負担金の納付額等を相互に確認するため、負担金を納付すべき接続電気通信事業者

等に対し、基礎的電気通信役務支援機関は以下の事項を通知する。 

① 各接続電気通信事業者等の負担金の額 

② 負担金の納付期限   

③ 負担金を納付する口座名義・口座番号 

なお、各接続電気通信事業者等に対する負担金の額の通知については、算定規則第

27 条第２項に規定する「残余の額」及び前年度の最終算定月の翌月から最終算定月まで

の各月の算定対象電気通信番号に係る負担金の額をそれぞれ金額の確定する月以降毎

月行うこととする。 

   

(3) 負担金の納付期限 

毎月の負担金の額の通知の日の属する月の 25 日までとする。 

 

(4) 延滞金の納付 

納付期限までに負担金が納付されない場合は、納付期限の翌日から納付する日まで

の日数について、日１万分の４の割合を乗じた延滞金を納付する。 

 

(5) 支援機関の負担金の徴収に係る銀行口座のセキュリティ対策 

・ 預金額が全額保障される決済性預金口座とする。 

・ 振込先の限定、振込手続の認証及び口座管理を徹底する。 

 

 

 



 

 ２１

∑ −
1

][
i

/Mn'Ze・Nin'・Nin'Pen'

Ⅳ 交付金の額及び交付方法 

１ 交付金の額 

  (1) ＮＴＴ東日本に対する交付金の額 

＝ 7,965,653,876円（ＮＴＴ東日本の補てん対象額） 

－ ＮＴＴ東日本の算定自己負担額 

※ 申請書から抜粋（解説部分は総務省において追加）  

東日本電信電話株式会社に対する 
交付金の額 

＝  Ce － － {Ce ＋ S ・ Ce /C － （ ） － －

－（Pen’・En’－Ze・En’/Mn’） }・En /Mn  
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Cは、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額 

〔＝13,560,815,604円〕 

Ceは、東日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝7,965,653,876円〕 

Sは、支援業務費の額〔＝66,937,895円〕 

nは、最終算定月〔＝平成２０年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

tは、各月（平成２０年１月予定～最終算定月） 

Etは、t月の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

ＮＴＴ東日本の算定自己負担額 －

ＮＴＴ東日本の補てん

対象額＋案分した支

援業務費 

ＮＴＴ東日本の補てん対象額 

ＮＴＴ東日本の最終算定月の算定自己負担額 

最終算定月前

月までの算定

自己負担額 

最終算定月前月

までに算定した

「全接続電気通信

額」の累計額 

最終算定月前月

までに算定したＮ

ＴＴ東日本の「算

累計額 

事業者等の負担 定自己負担額」の

ＮＴＴ東日本の「算定自己負担額」における前年度残余額に相当する額 

ＮＴＴ東日本の
最終算定月の
番号数の割合 

「全接続電気通信事業 ＮＴＴ東日本の「算定自己負担
額」における前年度残余額に
相当する額

者等の前年度残余額」
の総額 



 

 ２２
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Enは、n月（最終算定月）の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 Enは、n月（最終算定月）の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ftは、t月の負担事業者数 Ftは、t月の負担事業者数 

Nitは、t月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 Nitは、t月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ftまでの整数値をとる） （iは、1～Ftまでの整数値をとる） 

Mnは、n月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象電気通

信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数を

加えたものをいう） 

Mnは、n月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象電気通

信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数を

加えたものをいう） 

Petは、t月の番号単価（番号単価は、平成１８年総務省告示第４２９号に従って算定する。また、原

則として平成２０年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用する）〔平成

２０年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、3.52441362円／月・番号〕 

Petは、t月の番号単価（番号単価は、平成１８年総務省告示第４２９号に従って算定する。また、原

則として平成２０年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用する）〔平成

２０年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、3.52441362円／月・番号〕 

n’は、前年度の最終算定月〔＝平成１９年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 n’は、前年度の最終算定月〔＝平成１９年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

t’は、前年度の各月（平成１９年１月～前年度の最終算定月） t’は、前年度の各月（平成１９年１月～前年度の最終算定月） 

Et’は、t’月の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 Et’は、t’月の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

En’は、n’月（前年度の最終算定月）の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 En’は、n’月（前年度の最終算定月）の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft’は、t’月の負担事業者数 Ft’は、t’月の負担事業者数 

Nit’は、t’月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 Nit’は、t’月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ft’までの整数値をとる） （iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信

番号の数（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信

番号の数（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定

対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信

番号の数を加えたものをいう） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定

対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信

番号の数を加えたものをいう） 

Pet’は、t’月の番号単価〔平成１９年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号

単価は3.49551360円／月・番号、平成１９年７月～前年度の最終算定月の各月末の算定対象電気通信

番号に適用する番号単価は3.49551359円／月・番号〕 

Pet’は、t’月の番号単価〔平成１９年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号

単価は3.49551360円／月・番号、平成１９年７月～前年度の最終算定月の各月末の算定対象電気通信

番号に適用する番号単価は3.49551359円／月・番号〕 

Pen’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 Pen’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 

Zeは、前年度の最終算定月において、東日本電信電話株式会社の補てん対象額と東日本電信電話株式

会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 

Zeは、前年度の最終算定月において、東日本電信電話株式会社の補てん対象額と東日本電信電話株式

会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 
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C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額

〔＝15,177,941,715円〕 

C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額

〔＝15,177,941,715円〕 

Ce’は、前年度の東日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝7,579,243,093円〕 Ce’は、前年度の東日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝7,579,243,093円〕 

S’は、前年度の支援業務費の額〔＝123,536,000円〕 S’は、前年度の支援業務費の額〔＝123,536,000円〕 
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(2) ＮＴＴ西日本に対する交付金の額 

＝ 5,595,161,728 円（ＮＴＴ西日本の補てん対象額） 

－ ＮＴＴ西日本の算定自己負担額 

※ 申請書から抜粋（解説部分は総務省において追加） 

西日本電信電話株式会社に対する 

交付金の額 

＝  Cw － － {Cw ＋ S ・ Cw /C － （ ）－ －
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Cは、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額 

〔＝13,560,815,604円〕 

Cwは、西日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝5,595,161,728円〕 

Sは、支援業務費の額〔＝66,937,895円〕 

nは、最終算定月〔＝平成２０年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

tは、各月（平成２０年１月予定～最終算定月） 

Wtは、t月の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Wnは、n月（最終算定月）の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ftは、t月の負担事業者数 

Nitは、t月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

ＮＴＴ西日本の算定自己負担額 －

ＮＴＴ西日本の補てん

対象額＋案分した支

援業務費 

ＮＴＴ西日本の補てん対象額 

最終算定月前

月までの算定

自己負担額 

最終算定月前月

までに算定した

「全接続電気通信

事業者等の負担

額」の累計額 

最終算定月前月

までに算定したＮ

ＴＴ西日本の「算

定自己負担額」の

累計額 

ＮＴＴ西日本の「算定自己負担額」における前年度残余額に相当する額 

ＮＴＴ西日本の最終算定月の算定自己負担額

ＮＴＴ西日本の
最終算定月の
番号数の割合 

「全接続電気通信事業
者等の前年度残余額」
の総額 

ＮＴＴ西日本の「算定自己負担
額」における前年度残余額に
相当する額
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（iは、1～Ftまでの整数値をとる） 

Mnは、n月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象電気通

信番号の合計数に適格電気通信事業者である西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数を

加えたものをいう） 

Pwtは、t月の番号単価（番号単価は、平成１８年総務省告示第４２９号に従って算定する。また、原

則として平成２０年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用する）〔平成

２０年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、2.47558638円／月・番号〕 

n’は、前年度の最終算定月〔＝平成１９年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

t’は、前年度の各月（平成１９年１月～前年度の最終算定月） 

Wt’は、t’月の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Wn’は、n’月（前年度の最終算定月）の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft’は、t’月の負担事業者数 

Nit’は、t’月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）における i 番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信

番号の数（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定

対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信

番号の数を加えたものをいう） 

Pwt’は、t’月の番号単価〔平成１９年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号

単価は3.50448640円／月・番号、平成１９年７月～前年度の最終算定月の各月末の算定対象電気通信

番号に適用する番号単価は3.50448641円／月・番号〕 

Pwn’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 

Zｗは、前年度の最終算定月において、西日本電信電話株式会社の補てん対象額と西日本電信電話株式

会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 

〔＝Cw’＋S’・Cw’/C’－ （∑ ）－  〕 

 

=

'

1
][

Ft

i
・Nit'Pwt' ∑

−

=

1'

1'
][

n

t
・Wt'Pwt'∑

−

=

1'

1'

n

t

C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額

〔＝15,177,941,715円〕 

Cw’は、前年度の西日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝7,598,698,622円〕 

S’は、前年度の支援業務費の額〔＝123,536,000円〕 
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(3) その他算出に係る留意点 

 

① 各接続電気通信事業者等の負担金の額（適格電気通信事業者ごとに算定した負担金

の合計額をいう。）又は各適格電気通信事業者の負担金の額に当該適格電気通信事業

者の算定自己負担額を加えた額が限度割合（３％）を超える場合の交付金の額は、算

定規則第５条第２項の規定による（整数未満の端数は、四捨五入）。 

 

② 端数処理については、算定規則の規定に従って行い、それでもなお乗じて計算した場

合に整数未満の端数があるときは、当該端数を四捨五入する。 

    また、端数処理の結果、算定した額の合計が案分する前の元額と一致しない場合は、

額が最大となっているもので調整する。 
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２ 交付方法 

(1) 交付手段 

交付金の交付は銀行振込により行う。  

  交付金の振込手数料の負担は、交付金を交付する支援機関が負う。 

 

(2) 交付金の額の通知 

  前年度の最終算定月の３箇月後から最終算定月の３箇月後（平成 21 年３月を予定）まで

の間、毎月、適格電気通信事業者に対して交付金の額の通知を行う。 

  なお、前年度の最終算定月の３箇月後に適格電気通信事業者に対して通知する交付金

の額は、算定規則第 27 条第２項に規定する「残余の額」に係るものとする。 

 

(3) 交付金の交付期限 

   毎月の交付金の額の通知の日の属する月の翌月までに交付金を交付する。 

※ 本件認可に係る交付金は平成 21 年４月までに交付終了予定 

 

(4) 各月の各適格電気通信事業者に対する交付金の額の計算方法 

① 前年度の最終算定月の３箇月後から最終算定月の２箇月後（平成21年２月を予定）ま

での間の交付金の額 

  各接続電気通信事業者等から納付を受けた各月の当該適格電気通信事業者に係る負担金の額の合

計額 

                   当該適格電気通信事業者の補てん対象額 

×    当該適格電気通信事業者の補てん対象額＋支援業務費を補てん対象額の割合で案分

した額 

 

② 最終算定月の３箇月後（平成 21 年３月を予定）の交付金 

（負担金を納付すべき全接続電気通信事業者等の当該適格電気通信事業者に係る負担金の総額   

－ 前年度の最終算定月の３箇月後から最終算定月の２箇月後までに支援機関が徴収した当該適格電

気通信事業者に係る負担金の総額） 

                   当該適格電気通信事業者の補てん対象額 

×    当該適格電気通信事業者の補てん対象額＋支援業務費を補てん対象額の割合で案分

した額 

 

※ 各接続電気通信事業者等の負担金の額（適格電気通信事業者ごとに算定した負担金の合計額をい

う。）又は各適格電気通信事業者の負担金の額に当該適格電気通信事業者の算定自己負担額を加えた

額が限度割合（３％）を超える場合は、以下の金額を控除して交付する。 

「①及び②の合計額」 － 「算定規則第５条第２項の規定により算定した額（整数未満の端数は、四捨五

入）」 

①及び②において、整数未満の端数があるときは四捨五入する。 
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また、端数処理の結果、算定した額の合計が案分する前の元額と一致しない場合は、額が最大となっ

ているもので調整する。 

 

(5) 交付金の交付の特例 

交付金の交付期限までに、算定規則第 22 条第１項各号に規定する事由（会社更生法等

による更生計画認可の決定、民事再生法による再生計画認可の決定等）が生じた場合、

交付金を減額することができる。 

ただし、当該事由の発生した接続電気通信事業者等から負担金の額の全部又は一部

が納付された場合には、同条第２項の規定に基づき案分して算定した額を交付金として速

やかに適格電気通信事業者に交付する。 

 

(6) 支援機関の交付金の交付に係る銀行口座のセキュリティ対策 

支援機関の交付金の交付に係る銀行口座については、以下のセキュリティ対策を講じ

るものとする。 

① 決済性預金口座とし、預金額が全額保障されているものであること 

② 当該口座からの振込先を各適格電気通信事業者及び支援業務経費用の口座に限

定する。 

③ 振込手続きに係るシステム操作の認証強化（予め特定された者による認証操作を

要するものとする） 

④ 預金通帳を隔離し、現金引出しを困難とする。 

 

 

 



審 査 結 果 

 

基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則（平成14年総務省令第64号。以

下「算定規則」という。）及び電気通信事業法関係審査基準（平成13年総務省訓令第75号。以下「審

査基準」という。）の規定に基づき、以下のとおり審査を行った結果、認可することが適当と認めら

れる。 

 

電気通信事業法（昭和59年法律第86号。以下「法」という。）第109条第１項の規定による交付

金の額及び交付方法の認可に係る審査 

審 査 事 項 結果 事  由 

１ 交付金の額が算定規則第５条の規定に

照らし、妥当なものであること。（審査基

準第24条(1)） 

適 
各適格電気通信事業者に対する交付金

の額は、計算式によって示されているが、

これは算定規則第５条の規定に従って、認

可後に確定する各月末の算定対象電気通

信番号の数を踏まえて算定することに起

因するためである。 

また、各適格電気通信事業者に対する交

付金の額は、各補てん対象額を考慮すると

平成18年度の基礎的電気通信役務収支の

赤字額を下回っていると言える。 

以上を踏まえて、各適格電気通信事業者

に対する交付金の額は、算定規則第５条の

規定に照らし、妥当なものであると認めら

れる。 

２ 交付金を適格電気通信事業者に交付す

る時期及び交付手段が適正かつ明確に定

められていること。（審査基準第24条

(2)） 

適 
 交付金を交付するに当たって、申請者

は、前年度の最終算定月の３箇月後から最

終算定月の３箇月後までの間、毎月徴収し

た負担金の額を踏まえて毎月の交付金額

を算定し、各適格電気通信事業者に対し

て、当該交付金額及び交付時期を通知する

こととしている。 

 交付金を各適格電気通信事業者に交付

する時期については、申請上、当該通知の

日の属する月の翌月までとし、各適格電気

通信事業者に対する交付金の交付手段に

ついては、銀行振込によることとしてい

る。 

以上を踏まえて、交付金を適格電気通信

事業者に交付する時期及び交付手段が適

正かつ明確に定められていると認められ

る。 

３ 前各号に掲げるもののほか、基礎的電

気通信役務の適切、公平かつ安定的な提

供を阻害するものではないこと。（審査

基準第24条(3)） 

適 
本件申請において、基礎的電気通信役務

の適切、公平かつ安定的な提供を阻害する

ものはないと認められる。 
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法第110条第２項の規定による負担金の額及び徴収方法の認可に係る審査 

審 査 事 項 結果 事  由 

１ 負担金の額が算定規則第 27 条の規定

に照らし、妥当なものであること。（審査

基準第25条(1)） 

適 
負担金を納付すべき各接続電気通信事

業者等の負担金の額は、適格電気通信事業

者ごとに計算式によって示されているが、

これは算定規則第27条の規定に従って、

認可後に確定する各月末の算定対象電気

通信番号の数を踏まえて算定したもので

あり、当該規定に照らし、妥当なものであ

ると認められる。 

２ 負担金を接続電気通信事業者等が納付

する時期及び納付手段が適正かつ明確に

定められていること。（審査基準第25

条(2)） 

適 
負担金を納付すべき接続電気通信事業

者等の負担金の額は、平成20年１月から

最終算定月（平成20年12月予定）までの

各月末の算定対象電気通信番号の数を前

提としている。 

そのため、申請者は、電気通信事業報告

規則（昭和63年郵政省令第46号）第９条

に基づく各月末の電気通信番号数の報告

期限（翌々月の末日）を踏まえて、負担金

を納付すべき接続電気通信事業者等に対

して、算定規則第27条第２項に規定する

「残余の額」及び前年度の最終算定月の翌

月から最終算定月までの各月の算定対象

電気通信番号に係る負担金の額をそれぞ

れ金額の確定する月以降毎月通知するこ

ととし、当該負担金の納付期限を毎月の負

担金額の通知の日の属する月の25日まで

と申請書に記載している。 

 また、負担金の納付手段については、申

請書上、銀行振込により行うこととし、負

担金を納付すべき接続電気通信事業者等

に対して、負担金を納付する口座名義・口

座番号を通知することとしている。 

なお、負担金の納付に係る銀行口座につ

いては、決済性預金口座とし、振込先の限

定及び振込手続きに係るシステム操作の

認証強化等の措置を講じる旨申請書に記

載している。 

以上を踏まえて、負担金を接続電気通信

事業者等が納付する時期及び納付手段が

適正かつ明確に定められていると認めら

れる。 

３ 前各号に掲げるもののほか、基礎的電

気通信役務の適切、公平かつ安定的な提

供を阻害するものではないこと。（審査

基準第25条(3)） 

適 
本件申請において、基礎的電気通信役務

の適切、公平かつ安定的な提供を阻害する

ものはないと認められる。 
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補足説明資料

平成１９年１１月２８日

参考資料



1平成１９年度支援業務費の詳細（主な費用の昨年度決算額との比較）

区分 平成１９年度予算額 平成１８年度決算額 増減等の説明

人件費 ２５,４０１千円 １６,０３０千円
前年度決算比 ＋９,３７１千円
（１名増に伴う給与、厚生費等＋6,266千円 他）

物件費等 １２,３９０千円 １１,５８０千円
前年度決算比 ＋８１０千円

（支払利子等＋2,470千円、諸謝金＋2,514千円、負担金徴収ｼｽﾃﾑ整備費
▲3,182千円 他）

周知費用

（再掲）

諸謝金

３,７４２千円 １,２２８千円 前年度決算比 ＋２,５１４千円

○平成１９年度予算額の内訳

・企業倒産、未納対策顧問弁護士 年額1,200千円 （＋1,200千円）

・監査関係費用等 2,342千円 （＋1,331千円）

・諮問委員会委員謝金 200千円 （▲17千円）

３６,７１０千円 ８８,３７８千円 前年度決算比 ▲５１,６６８千円

○平成１９年度予算額の内訳

・新聞広告 20,000千円 (▲51,227千円）
（Ｈ１８年度実施の９月・１１月の２回を１回に減。またサイズを「半５」から「半２」に縮小。）

・パンフレット作成費 1,020千円 (▲486千円）
（２万部、各種団体、事業者等配布）

・音声等自動応答システム 2,000千円 (＋2,000千円）
- 問合せに対する24時間自動応答システムを導入。

・ホームページ作成、更新 1,500千円 (＋1,500千円）

・コールセンター 12,190千円 (▲3,454千円)
- 受付体制を縮小。

１１５,９８８千円７４,５０１千円支援業務費総額



2基礎的電気通信役務支援業務に係る入札の実施状況について

○ 実施基準として「基礎的電気通信役務支援業務に係る発注業者選定に関する基本方針」を平成１９年４月１日
に制定し、公表。
【要旨】
①入札対象は、調達予定価格が、１００万円を超えるもの。
②案件毎に基礎的電気通信役務支援機関のＨＰ及び同機関の事務室に掲示して「入札公告」を行う（提示期間
は、原則１ヶ月間）。

③入札応募資格は、官庁への入札資格業者、東証・大証１部上場企業等が確認できる業者。
④調達予定価格は事前に公表し、原則、入札価格の一番低い業者を落札業者として決定。
⑤入札に業者の参加がなかった場合、又は１社のみであった場合、或いは予定価格を下回る入札額がなかった
場合には、予定価格を下回る額で随意契約により実施することとする。

１ 入札実施基準

○ 平成１９年度においては、以下の２件の入札を実施。

（１）「自動音声・ＦＡＸ案内サービス」のシステム整備
・入札実施時期：平成１９年４月
・予定価格 ：２００万円
・応募業者 ：１社のみ
・入札価格 ：予定価格の約８３％の価格で入札があり、同額で購入。

（２）新聞広告
・入札実施時期：平成１９年１０月
・予定価格 ：２０００万円
・応募業者 ：２社
・入札価格 ：予定価格の約６０％の価格で落札（※既に落札価格にて契約締結済み）。

２ 入札実施状況
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２ パンフレットの作成・配布

［作成部数：２万部］
○ 各都道府県・政令市に各都道府県・政令市の窓口等のほか、市区町村の窓口等にも掲示するよう依頼

（１０／２２（月））
○ 第４６回全国消費者大会における配布（１１／２０（火））

３ 新聞広告の掲載

○ 全国５０紙（日刊）：１１月下旬～１２月上旬の間に掲載予定
○ 日本消費経済新聞（週刊）：１２月上旬に掲載予定

１ 説明会の開催

○ 総合通信局単位の説明会 ⇒ 別紙参照
○ 第１６回電気通信消費者支援連絡会（１１／２（金）総務省）

４ その他

○ 各種広報誌等への掲載（自治体、団体、総務省広報誌等）
○ 関係ポータルサイトの充実

・総務省：ユニバーサルサービスポータルサイト
（http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/universalservice/）

・基礎的電気通信役務支援機関支援業務室：ホームページ
（http://www.tca.or.jp/universalservice/index.html）
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○ 利用者等への周知・広報のための説明会を実施（各総合通信局単位で開催）

「地方説明会」開催日程

局 名 日 時 場 所

北海道 １２月 ７日（金） １４：００～１５：００ 北海道総合通信局

東北 １２月２０日（木） １４：００～１６：００ 東北総合通信局

関東 １２月１３日（木） １４：００～１５：３０ 関東総合通信局

信越 １１月２９日（木） １３：００～１５：３０ ホテルモンターニュ松本

北陸 １２月１０日（月） １４：００～１５：００ 北陸総合通信局

東海 １２月１８日（火） １５：００～１６：３０ 東海総合通信局

近畿 １１月１３日（火） １５：００～１６：００ 近畿総合通信局

中国 １１月２０日（火） １４：００～１５：３０ 鯉城会館

四国 １２月１２日（水） １４：００～１５：３０ ピュアフル松本（勤労会館）

九州 １１月２９日（木） １４：００～１５：３０ サットンプレイスホテル博多

沖縄 １１月２７日（火） １４：２０～１５：２０ ホテル日航那覇グランドキャッスル

（※各総合通信局において報道発表等により広く一般に周知）

「地方説明会」の開催

【別紙】 平成１９年度「ユニバーサルサービス」地方説明会 開催スケジュール
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